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論 文 内 容 要 旨
1課 題と方法
第二次大戦前には、e隻多労 ・多肥"を特徴として構成された我国の農法が、戦後の機械
化の発展、 とくに稲作 の機械 化一貫 的技術 の成立 によ って どの よ うな変化 を し、
機械化のもとで成立 した技術の性格は、 どのような意義をもつのか、という点が、本論
文 における問題意識の出発点である。
我国の戦前までの機械化は、調製 ・加工過程や灌概等に止 まり、直接的な生産過程に
おいては、畜力利用も部分的な ものに止まっていた。戦後の農業生産は、農地改革を経
て創設された自作農を担い手と して展開するのであり、この自作農 一家族小農経営が、
生産過程における機械化による労働節約を実現 しっっ、土地生産性を高めて きた。そこ
で、 この生産力の内容をなす技術の構成 ・その性格を具体的 ・内在的に明らかに しよう
とするのが、 ここでの課題 となる。
機械化問題は、労働対象的技術とは異なって、労働節約が直接的な効果 として現れる
もので、家族経営においては所得効果に直結するものではない。 したが って一般的には、
経営外的要因としての経済環境側面(労 働力吸収要因)を 機械化の最大要因とみるもの
が多い。また農民層分解論研究の立場か らも生産構造 に立入 った分析がなされたが、技
術構造を解明するものではなか ったQ一方、農法論的検討は重要な視座を提起 したが、
現段階では西欧畑作農法の展開と対比 しての批判に止 まっているものが多い。
そこで、稲作生産力の内在的な発展として、機械化された技術の性格を実証的に解明
す る課題が存在することになる。本論文は、 まず稲作の技術構造 ・生産力の現段階を
f「中型機械化技術"と して包括的に認識 し
、それを田植の労働過程に焦点を当てて明ら
かにするという方法をとることに した。その理由は以下の点にある。田植労働が戦前か
ら多肥 ・多労農法のefかなめ"の 位置にあ?て・我国稲作農法を象徴する労働過程で
あり、同時に、我国において初めて本格的な機械化に到達 しえたものである。その意味
で我国の現段階の機械化技術の性格を解析する上で最 も重要な労働過程であるにもかか
わ らず、これまで十分な分析がなされていないことによる。
具体的な手法としては・田植過程が、苗代 ～ 育苗と、本田準備 ～ 耕起、施肥、代
か きの二つの過程の上に実施される挿秩であるので、育苗過程 と結合 させた機械の開発
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史的検討が重要である。同時に手労働段階では特別に労働組織化を要 した労働過程であ
ったことから、その労働編成が もつ意味を分析す ることによって、機械化の意義と役割
を明 らかに しようとする。
H中 型機械化技術と田植機の開発
経済の高成長期を迎えて、農業労働力流出がすすみ、労働節約のために機械化が進展
したことは事実である。 しか し本論文で、あえて 「中型機械化技術」としてその機械化
の技術展開を見 ようとしたのは、戦後自作農の内在的な生産力発展と結びついた欧米と
は異なった独 自の機械開発 ・普及によってなされ、性格づけられていると考えるからで
ある。 したが って単に機械の規格や能力の大 ・小ではなく、現段階の我国農業構造に対
応 して形成、展開をみた 「日本型稲作」の機械化であり、それと相互関連性をもって体
系化される一連の技術 としてとらえている。この中心的な技術としては、土付稚苗機械
移植技術 と自脱型 コンバインが上げられる。
田植の機械化は、規格化 された、機械的操作の容易な労働対象(苗)を 、省力的に育
成することの困難性が、最大の阻害要因とな っていた。この労働対象を機械化可能な形
態に変革 したところに、我国で田植の機械化が実現できた要因があるといってよかろう。
ところで、この労働対象(土 付稚苗)は 、戦後の稲作技術の発展を方向づける土 で重
要な位置づけを もつ、保護苗代 一 早植栽培技術の究極的な一形態を示 している。土地
生産性の安定、向上をめざした、極めて稠密かつ集約な育苗方法である。同時に、箱育
苗に したことによって保護管理が最も必要とされる最低の期間を、科学的な環境制御に
よって育成 し、育苗過程 自体 の機械化 ・施設化を しやすいものとし、大規模生産の可能
性を もつものとした。 しか し、 この育苗方式は、育苗過程において仮植を必要とし、労
働集約を一層強化する。そこで、仮植を省略する 「稚苗」の田植が各地で試みられた。
その結果、一定の栽培条件を整 えることによって技術化の可能なことが確認されて くる
のである。
一方、機械の開発では、挿秩操作については進展をみるものの、苗取やその簡易花の
ための育苗法の省力化の困難性にっき当っていた。これが、電熱箱育苗方式と結合する
ことによ って、極めて棚密、かつ集約的な性格を包括 した機械化を実現するのである。
早植が早期に穂数を確保 し、多肥化(分 肥)の もとで、収量向上をもたらす技術とし
て追求されたことが、 「稚苗」移植の概念を与えたのである。それだけに、 これまでの
一128一
田植と異なって、直播法と同様な出穂遅延問題を生み、収量の安定的確保のために、寒
冷地では、当面育苗や田植の資材 ・労働節約を犠牲にして中 ・成苗移植がなされている。
また、水利や土地利用上で制約のある地域でも中 ・成苗が用い られてい る。 しか し、
「日本型稲作」機械化技術の基本的性格は、稚苗移植に表現され、それによって田植の
機械化に到達 しえたのである。
皿 田植の労働力と労働組織
田植作業は、適期実施が収量に与える影響が大きいだけに、労働の ピークを形成 して
きた。その要 因は、収量に影響を もたらす気象条件のほかに、水利慣行や他作 目作業と
の労働競合、土地利用などの制約があり、それが技術の発展とかかわ りあ って形成され
ていたのである。
ところで、戦後の東 日本の稲作では、早植が収量の安定向上に大きく寄与することが
確認されて、本田準備作業の能率化、育苗の集約化によって、田植の適期は一層重視 さ
れ るよ うになった。家族労働力を中心に営 まれ る我国稲作経営 も、田植期は経営外労働
力を入れた労働編成が一般的であった。それだけに農村労働力の流出の急速な滲透期に
は、地 縁、血縁関係 によ る共 同作業、`聖ゆい""手伝い"等 とともに家族総 ぐるみ
的動員 がな された。 しか し、 ここで注 目され るのは、こうした時期においても、密
植化=労 働集約化は進展 していたことであり、一旦構成された生産力水準 ・技術構造
の強靱性を見ることができる。そこで、田植の機械化の意義は、単なる田植労働の能率
化ではなく、密植 ・早植 ・田植の適期集中によって、 これまでの技術展開方向を補強す
るところにある。
一方、田植労働の組織は、手労働段階の分業 にもとつ く協業編成 一 代か き、苗取、
苗運搬、植基準作り、挿秩、水管理 一 は崩壊 し、機械化による能率化によって、家族
労働力を単位 とする作業機に もとつ く協業編成に転化 した。
ところで、機械作業の作業精度には前作業が大きく影響する。画一的な作業で作業精
度を高め られる条件が必要とされるのである。こうした作業間の連携が、手労働と比 し
重要な位置を占めることになる。一方化学化は、その処方、時期、用水管理等によって
その効果が大 きく左右される。いずれ にしろ作業の稠密、周到な実施が必要 とされて く
るのである。こうした諸問題も、小規模経営 においては、機械による能率化によって表
面化 しない し、家族労働力による耕作規模拡大の可能性は、決 して小 さなものではない。
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しか し、家族労働力(2人)に よる協業編成では、当面する諸作業の能率化に止まり、
「適期」の拡大のもとでの体系的な精度向上を果せず、単収の向上は望あない。
これ に対 して、関連諸作業を並行 して実施できる労働力編成によって、個別作業の適
期実施が体系化され、個別作業機の能率均衡対応も果たされている。さらに、地力維持
問題を含む作業体系編成 も行なわれるなど、土地生産性向上を合せて展開する方策がと
られている。
IVま と め
中型機械化技術は、手労働段階の農法を基本的に継承 ・発展 させた ものであり、機械
化は、稠密化 し集約化する技術を、直系家族労働力で実施可能なものとするための能率
化と して機能 してきている。
しか し、新たな問題 も提起 してきてい る。直播的技術構造基盤を準備する労働対象変
革や、稲桿を土地還元に収敏させる生籾収穫体系などがそれである。いずれにしろ現実
の機械化技術は、稲作経営の実態を反映 して二面的である。
今後の展望は、とりまく諸条件 とかかわることになるが、当面の技術の体系的再編成
の課題 として、地力維持機能や深耕による生産機能強化が具体化され うるか、否かにか
か っているといえよう。そしてこの課題は、現段階の農法変革の基本問題にも連なるも
のである。
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審 査 結 果 の 要 旨
日本農業の機械化は,戦 前ほとんど見るべきものがな く,戦後それも昭和40年以降,漸 や く開
花 し,その後急速に発展するに至った。日本農業の機械化がこのようにお くれたのは,わが国農
業経営の規模が零細で,と くに戦前は高率現物小作料の重圧の下,多肥,多 労的小農経営であっ
たことと,わ が国農業が稲作を主体 とし,水田という特殊な圃場条件と苗代 一 本田移植 という
稠密的,集 約的農作業体系をとったためその機械化が技術的にも著 しく困難であったことによる
ものである。
著者はわが国農業の機械化を中型機械体系 として把握 し,と くに田植機 を中心に,そ の技術的,
経営的諸問題を追求 した。著者がここでいう中型機械体系とは,た んに機械の出力や能力の大き
さによる大,中,小 の表現としてではなく,この技術体系が日本農業の小農集約的性格を発展的
に継承展開 したものであることを明示 したものであり,その最も特徴的な局面を機械,雑 苗移植
と自脱型 コンバイン(あ るいはバ インダー+移動脱穀機)に よる収穫にみたのである。
田植機の研究は戦後間もなく始められたが苗の播秩操作の機械化や苗取を簡易化す るための育
苗等技術的 に極めて困難な問題が山積 し,ト ラクターや防除機 収穫機等の農業機械に比べ最 も
開発がおくれ,昭和40年代に漸やく実用化の段階に達 し,昭和50年以降 急速に普及,昭 和56年
には全国で稲作農家の75%,水田面積の7割 が田植機を利用するに至 ったのである。
著者は田植機の研究,実 用段階に至るまでの開発過程を文献的に丹念に調査整理したが,こ の
種の研究は今 までほとんどなく,この仕事は高く評価 されるものである。
著者 はまた田植 の機械化が,電熱箱育苗による稚苗移植というむ しろ直播方式に近い欄密的,
集約的技術体系であることに注目し,これを高 く評価 し,近時,北 海道,東 北地方のような寒冷
地において,収 量の安定確保のために稚苗より中成苗移植をベターとする風潮に対 し,これを必
ず しも新 しい稲作技術の発展とみないのも一つの卓見である。
しかし著者は一方,田 植の機械化が今までの小農的稲作技術体系の枠を破 って,地 力維持,複
合経営,規 模拡大を目指す新 しい農業生産組織への発展のモメン トともなることを指摘 し,日本
農業の今後の展望 も試みている。
このように著者は,わが国稲作経営の性格を動力田植機を中心に分析 したが,こ のような試み
はきわめてユニークな ものであり,わが国の農業経営学研究及び農業指導面に多 くの貢献をなす
ものと考えられ,農 学博士の学位を授与するに値するもの と判定 した。
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